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平成29年度　 定時総会を開催
　平成29年度定時総会が、６月５日（月）土崎港ホ
テル大和に於いて、秋田北税務署長　辻村純一氏をは
じめ、来賓各位を迎え、開催された。
　林会長のあいさつでは、各種研修会・セミナーの開
催や、青年部会・女性部会が開催した児童に対する租
税教育活動、地域住民の方々を対象に開催した社会貢
献事業の講演会など、皆様方のご協力により、公益事
業を中心に円滑に事業を実施できたことを報告した。
また、「e-tax」の利用状況と更なる利用推進、加えて、
法人会の助成金につながる福利厚生制度への推進協力
をお願いした。
　議事に入り、議案の「平成28年度事業報告・同収
支決算」及び「任期満了に伴う役員改選」は、原案通
り満場一致で承認された。（詳細は、当法人会ホーム
ページで情報開示しております）
　議事終了後、福利厚生の事業活動に功労のあった役
員２名と、大同生命保険㈱の加藤大推進員、及びＡＩ

Ｕ損害保険㈱代理店秋田保険センターの北林正規推進
員を表彰した。また、秋田北税務署法人課税部門統括
官の藤田純一氏から、「消費税軽減税率制度」の概要
等について説明があった。

法 人 会 員 名 代 表 者 名 法　人　住　所
㈱アイマール 武　田　昭　彦 秋田市土崎港西一丁目３－38
㈲セーフティーライフ保険 佐　藤　省　三 秋田市土崎港北三丁目14－35
秋川塗装工業㈱ 秋　川　修　一 秋田市土崎港中央四丁目３－14
Ｊ　style（同） 三　浦　純　一 秋田市土崎港西三丁目９－３
農事組合法人こだわり農場 木　須　正一郎 南秋田郡大潟村西３－４－18
㈱山王電機製作所 本　間　　　淳 男鹿市船川港船川字海岸通り二号９－６
飯田川都市開発㈱ 出　澤　英　樹 潟上市飯田川飯塚字古開90－７
㈱石井住宅企画 石　井　雄　介 秋田市飯島字砂田33－12

新 入 会 員 紹 介 どうぞよろしく

　５月18日、秋田ビュ－ホテルにおいて、（一社）秋田県法人会連合会の定時総会の席上、
（一社）秋田県法人会連合会表彰が行われ、会長表彰を受けた。

菅原　孝次郎 氏（専務理事）

加賀谷　　毅 氏（常任理事）

伊藤　　久一 氏（理　　事）

秋田県法人会連合会会長表彰

おめでとうございます受章おめでとうございます受章
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着 任 の ご 挨 拶

秋田北税務署長　成　田　弘　喜

　このたびの定期人事異動で秋田北税務署長に着任い
たしました成田でございます。
　前任は、秋田南税務署特別調査官（総合調査）とし
て、複数税目に係る横断的な調査事務に従事しており
ました。
　また、少し遡る平成23年７月から２年間、酒類業
調整官として仙台国税局から秋田南署に派遣され、秋
田県内の酒類産業に関わる事務にも携わっておりまし
た。
　能代市（旧山本郡）二ツ井町の生まれです。国税採
用後30余年は「故郷は遠くにありて思うもの」を地
で行く生活でしたが、今も山間の小さな集落で母親が
一人暮らしをしており、故郷秋田に対しては格別な思
いがあります。
　前任の辻村署長同様、どうぞよろしくお願い申し上
げます。

　公益社団法人秋田北法人会の皆様方には、日頃から
税務行政に対しまして深いご理解と多大なご支援を
賜っております。本紙面をお借りいたしまして厚く御
礼申し上げます。
　貴法人会は昭和26年４月の設立以来、「良き経営者
を目指すものの団体」として、納税意識の高揚と地域
社会発展への貢献を理念に、法人会組織の増強、各種
説明会の開催やｅ-Ｔａｘの操作研修、地域社会貢献
活動のほか、税制改正の提言など幅広い活動を展開さ
れ、輝かしい実績をお持ちの会と承っております。
　林会長はじめ役員・会員皆様方の不断のご努力に深
く敬意を表したいと思います。

　さて、最近の税務行政を取り巻く環境は、経済のグ
ローバル化やＩＣＴ化の進行に伴い、調査・徴収事務
の複雑性や困難性が増しているところです。
　また、消費税率の引上げ及び軽減税率制度が平成
31年10月に実施されることを受け、地方公共団体及
び関係民間団体等と緊密な連携を図りながら、制度の
周知・広報、指導等の施策に取り組んで行く必要があ
るなど、国税当局の課題は数多くあります。

　こうした課題に対応していくため、私どもとしては、
ｅ-Ｔａｘの一層の普及とマイナンバー制度の定着に
向けた取組を推進するとともに、引き続き事務の効率
化・高度化を図って、皆さまにとって利便性の高い、
また、公平・公正な社会の実現を目指してまいります。
　このうちｅ-Ｔａｘの普及については、貴法人会に
は従前から事業活動計画の重点項目として利用促進を
掲げていただくなど多大なご協力をいただいており、
利用率、利用件数ともに順調に向上しております。引
き続き、積極的にｅ-Ｔａｘを利用していただきます
よう一層のご協力をお願いいたします。

　結びとなりますが、公益社団法人秋田北法人会の
益々のご発展、並びに会員皆様方のご繁栄とご健勝を
祈念いたしまして、私の着任の挨拶とさせていただき
ます。

〈自　　　宅〉　仙台市

〈趣　　　味〉
● ゴルフの練習（あくまでも練習）
● 読書（主にミステリー小説、思い出し

たときに夏目漱石）
● 家の掃除（自宅も実家も帰る度にせっ

せと掃除）

〈好きな言葉〉マザー・テレサ
思考に気をつけなさい。それはいつか
言葉になるから。
言葉に気をつけなさい。それはいつか
行動になるから。
行動に気をつけなさい。それはいつか
習慣になるから。
習慣に気をつけなさい。それはいつか
性格になるから。
性格に気をつけなさい。それはいつか
運命になるから。

簡単ながら自己紹介
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消費税の軽減税率制度が実施されます
▶軽減税率制度の概要

▶軽減税率の対象となる品目

平成31年10月１日～

軽減税率制度の実施時期 平成31年10月1日（消費税率の引上げと同時）

消費税率等 標準税率は10％（消費税率7.8％、地方消費税率（注）2.2％）
軽減税率は８％（消費税率6.24％、地方消費税率（注）1.76％）
（注）地方消費税の税率は、消費税額の78分の22

軽減税率の対象品目 ①　酒類・外食を除く飲食料品
②　週２回以上発行される新聞（定期購読契約に基づくもの）

帳簿及び請求書等の
記載と保存

・対象品目の売上げ・仕入れがある事業者の方は、これまでの記載事項に税率ごとの区
分を追加した請求書等の発行や記帳などの経理（区分経理）を行っていただくことと
なります。
・仕入税額控除の要件は、現行、「帳簿及び請求書等（注１）の保存」ですが、軽減税率制度
実施後は、こうした区分経理に対応した帳簿及び請求書等（注２）の保存が要件となりま
す（区分記載請求書等保存方式）。
（注）１「請求書等」には一定の領収書や納品書、レシート等も含まれます。

２「区分記載請求書等」といいます。なお、平成35年10月からは「区分記載請求書等」に
代わり、「適格請求書等」の保存が要件となります（適格請求書等保存方式）。

税額の計算 ・売上げ及び仕入れを税率ごとに区分して税額計算を行う必要があります。
・区分経理が困難な中小事業者の方には、経過措置として売上げに係る税額（売上税額）
又は仕入れに係る税額（仕入税額）の計算の特例があります。

飲食料品 飲食料品とは、「一般に人の飲用又は食用に供するもの」をいいます。
例えば、工業用の塩は、軽減税率の対象となる飲食料品に含まれません。

外食 飲食店営業等の事業を営む者が飲食に用いられる設備がある場所において行う食事の提供
ケータリング等 相手方の注文に応じて指定された場所で調理・給仕等を行うもの
テイクアウト・宅配等 飲食店営業等の事業を営む者が行うものであっても、いわゆるテイクアウト・宅配等は軽

減税率の対象
一体資産 おもちゃ付きのお菓子など、食品と食品以外の資産があらかじめ一体となっている資産で、

その一体となっている資産に係る価格のみが提示されているもの
税抜価額が 1万円以下であって、食品の価額の占める割合が 2/3 以上の場合に限り、全体
が軽減税率の対象（それ以外の場合は、標準税率の対象）

主な用語の意義・留意点

飲食料品とは、食品表示法に規定する食品（酒類を除く。）をいい、一定の一体資産を含みます。
なお、外食やケータリング等は軽減税率の対象には含まれません。飲食料品 

軽減税率の対象となる新聞とは、一定の題号を用い、政治、経済、社会、文化等に関する一般
社会的事実を掲載する週２回以上発行されるもの（定期購読契約に基づくもの）。新　　聞

飲　食　料　品
（食品表示法に規定する食品） 

《軽減税率の対象となる飲食料品の範囲（イメージ）》

有料老人ホーム等で
行う飲食料品の提供

軽減税率対象 軽減税率対象外

テイクアウト・宅配等 外食

酒類 ケータリング等

医薬品
医薬部外品等一体資産
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▶帳簿及び請求書等の記載と保存（区分記載請求書等保存方式）

▶税額計算の特例

　課税事業者の方は、仕入税額控除のため、帳簿と区分記載請求書等の保存が必要となります。
　免税事業者の方も課税事業者の方と取引する場合、区分記載請求書等の発行を求められる場合があります。

　税額計算は、原則として、売上げ又は仕入れを税率ごとに区分して行うこととなりますが、売上げ又は仕入れを
税率ごとに区分することが困難な中小事業者（基準期間（法人：前々事業年度、個人：前々年）における課税売上
高が5,000万円以下の事業者）に対し、売上税額又は仕入税額の計算の特例があります。

（注）１　請求書等には、記載事項を満たす領収書や納品書、小売業者が交付するレシートなど取引の事実を証する書類も含まれます。
２　取引額が３万円未満の場合や、自動販売機から購入するなど請求書等の交付を受けることが困難な場合は、現行どおり、
帳簿への記載により仕入税額控除が認められます。

期　　　間 帳簿への記載事項 請求書等への記載事項

平成31年９月30日まで
【現行制度】

課税仕入れの相手方の氏名又は名称・
取引年月日・取引の内容・対価の額

請求書発行者の氏名又は名称・取引年月
日・取引の内容・対価の額・請求書受領
者の氏名又は名称

平成31年10月１日から
平成35年９月30日まで

【区分記載請求書等保存方式】

（上記に加え）
軽減税率の対象品目である旨

（上記に加え）
①　軽減税率の対象品目である旨
②　税率ごとに合計した対価の額（税込み）
※　①及び②については、請求書等の交
付を受けた事業者による追記も可能

○　お分かりにならないことや、更に詳しくお知りになりたいことがありましたら、最寄りの税務署にお尋ねください。
税務署にお電話いただき、ガイダンスに沿って「３」を押すと、電話相談センターにつながります。税務署の連絡
先は国税庁ホームページ（www.nta.go.jp）でご案内しています。

○　税務署での面接による個別相談（関係書類等により具体的な事実等を確認させていただく必要のある相談）を希望
される方は、あらかじめ電話により面接日時等を予約していただくこととしておりますので、ご協力をお願いします。

○　軽減税率制度についての詳しい情報については、国税庁ホームページ（www.nta.go.jp）内の特設サイト「消
費税の軽減税率制度について」をご覧ください。

《軽減税率制度に関するお問い合わせ先》

　軽減税率制度への対応が必要な事業者の準備が円滑に進むよう次の支援が行われます。
１．中小の小売事業者等に対するレジの導入・電子的な受発注システムの改修等の支援（注）
※　詳細は以下の、「軽減税率対策補助金事務局」にお問い合わせください。ＵＲＬ　http://kzt-hojo.jp

　　　 専用ダイヤル    ０５７０－０８１－２２２　【受付時間】９：００～１７：００（土日祝除く）
２．中小企業団体等の小売事業者への周知や対応サポート体制の整備
※　最寄りの商工会議所・商工会・中小企業団体中央会・商店街振興組合連合会にお問い合わせください。
（注）軽減税率制度に対応するために行うＰＯＳレジや受発注システム等の改修に要する費用は、一般的にソフトウェアの効用を

維持するために行われる支出に該当すると考えられ、修繕費として処理できます。

《軽減税率制度へ対応するための中小事業者への支援措置について》

　転嫁・価格表示・便乗値上げ等に関する政府共通の相談窓口として、「消費税価格転嫁等総合相談センター」が設
置されています。
　センターでは、①転嫁に関する問い合わせ、②広告・宣伝に関する問い合わせ、③消費税総額表示に関する問い合
わせ、④便乗値上げに関する問い合わせのほか、軽減税率制度の概要に関する問い合わせを受け付けています。
　ご相談は、専用ダイヤル又はホームページ上の専用フォームをご利用ください。

　　　 専用ダイヤル     ０５７０－２００－１２３　【受付時間】９：００～１７：００（土日祝除く）
　　　 メ ー ル     ホームページ上の専用フォームをご利用ください。
　　　　　　　　　　  ＵＲＬhttp://www.tenkasoudan.go.jp（24時間受付）

《消費税価格転嫁等総合相談センターにおける相談対応》
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法人会の税制改正に関する提言の主な実現事項

平成29年度税制改正

２．中小企業投資促進税制

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・中小企業投資促進税制については、対象設備を拡
充したうえ、「中古設備」を含める。なお、適用
期限が平成29年３月31日までとなっていること
から、直ちに本則化することが困難な場合は、適
用期限を延長する。

・中小企業投資促進税制の上乗せ措置（生産性向上
設備等に係る即時償却等）については、「中小企
業経営強化税制」として改組され、これまでの上
乗せ措置において対象外であった器具備品・建物
附属設備が対象に追加されました。

・中小企業投資促進税制については、適用期限が２
年延長されました（対象資産から器具備品を除外）。

３．地方のあり方

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・地域経済と雇用の担い手である中小企業には、依然
としてアベノミクス効果が浸透していないとの声
が多い。相乗効果が期待された地方創生との関連
でも、その成果を目に見える形で示していくべき。
・償却資産に対する固定資産税については、将来的
には廃止も検討すべきである。

・中小事業者等が取得する一定の機械・装置に係る
固定資産税の課税標準の特例（課税標準を最初の
３年間は価格の２分の１とする）措置については、
地域・業種を限定した上で、その対象に一定の工
具、器具・備品等が追加されました。

１．中小法人に適用される軽減税率の特例

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・中小法人に適用される軽減税率の特例15％を時
限措置（平成29年３月31日まで）ではなく、本
則化する。なお、直ちに本則化することが困難な
場合は、適用期限を延長する。また、昭和56年
以来、800万円以下に据え置かれている軽減税率
の適用所得金額を、少なくとも1,600万円程度に
引き上げる。

・中小企業者等に係る軽減税率の特例の適用期限が
２年延長されました。

　法人会では、昨年９月に「平成29年度税制改正に関する提言」を取りまとめ、その後、政府・政党・
地方自治体等に提言活動を積極的に行ってまいりました。今回の改正では、中小法人向け税制や事業承
継に関する税制の見直しなど法人会の提言事項の一部が盛り込まれ、以下のとおり実現する運びとなり
ました。

法　人　課　税
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そ　の　他

１．震 災 復 興

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・今後も大規模な災害が発生すると予想されている
ことから、「大規模自然災害を想定した税制」の
整備について検討することも必要である。

・これまで災害ごとに特別立法で手当てしてきた対
応を常設化し、災害対応の税制基盤が整備されま
した。

２．取引相場のない株式の評価の見直し

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・円滑な事業承継に資する観点から、比較対象とな
る上場株式の株価のあり方や比準要素のあり方を
見直すことが必要である。

・取引相場のない株式の評価（類似業種比準方式）
については、配当、利益、簿価純資産の比重を１：
１：１（改正前１：３：１）とするなど株式の算
出方法の見直しが行われました。

１．相続税、贈与税の納税猶予制度について要件緩和と充実

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・本格的な事業承継税制が創設されるまでの間は、
相続税、贈与税の納税猶予制度について要件緩和
と充実を図ることを求める。

・非上場株式等に係る相続税・贈与税の納税猶予制
度については、災害や主要取引先の倒産等により
売上高が大幅に減少した一定の会社について、雇
用確保要件が緩和されました。

事　業　承　継　税　制

法　人　会　提　言 改　正　の　概　要

・地方創生では、さらなる税制上の施策による本社
機能移転の促進、地元の特性に根差した技術の活
用、地元大学との連携などによる技術集積づくり
や人材育成等、実効性のある改革を大胆に行う必
要がある。

・地方拠点強化税制については、雇用者の数が増加
した場合の税額控除制度（雇用促進税制）につい
て、無期・フルタイムの新規雇用に対する税額控
除額が引き上げられる等の拡充措置が講じられま
した。

　税制改正の詳細は、「国税庁ホームページ」に掲載されていますが、
秋田北法人会のホームページからも確認できます。また、各種税情報や
インターネットセミナーなどのお役立ち情報も多数掲載中ですので、是
非アクセスしてご活用下さい。［ http://kitahou.akitalink.com ］
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講　師：㈲マスエージェント　林　忠史 氏
▷６月28日（水）　「ユースパル」

秋田北・南法人会合同セミナー

正しい価値観を身につける

講　師：経営コンサルタント　古川　英夫 氏
▷４月６日（木）　「ユースパル」

一日でわかる！総務の基本と実務

キタスカ

★新入社員のための心がまえ研修会★

★総務実務セミナー★

（１）４月27日（木）

　　対象：４・５・６月決算法人

（２）７月26日（水）

　　対象：７・８・９月決算法人

　　　　　　　　　　　新設法人

講師　秋田北税務署

稲葉  国税調査官 様

新設法人・決算法人
説 明 会

　女性部会は５月16日、青年部会は５月22

日、土崎港ホテル大和において開催された。

　重点事業の「租税教室」や「税の絵はがき

コンクール」の実施状況などを含めた平成

28年度事業報告と収支決算及び平成29年度

事業計画・収支予算、任期満了に伴う役員改

選などの承認・決定がなされた。

　女性部会では、報告会の前に、辻村秋田北

税務署長による講演会（研修会）「身近な相

続税と贈与税について」を開催した。

青年部会

平成29年度  青年部会・女性部会定時報告会

部 会 だ よ り活動報告

女性部会
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ニュークリエイトマネジメント　代表　長　井　三　郎

地域活性化の星
　みちのく材協同組合（仮称）は地域経済の活性化の

ため、産学官金の叡智を集めてつくられた共同事業体

だった。

　一流の学者らによってつくられた生産工場は最新鋭

の設備・機械が並び、モデル工場としての威容を誇っ

ていた。だが厳しい経済環境を無視した机上のプラン

は、あまりにも現実から遊離していた。鳴り物入りで

華々しくスタートした経営は、たちまち資金繰りに行

き詰まってしまった。

　過剰な設備、人員、在庫は「売れない、良品を作れ

ない、払えない」の三重苦の中で経営の足かせとなっ

た。産学官金のモデル事業として生まれた以上退くに

退けず、理事長らの経営力不足もあり事業年度が進む

ほど赤字が垂れ流され、借入金も莫大な額になって

いった。

難破船に引き込まれる
　描いた理想と異なる現実に、創業時の出資メンバー

が一人去り二人去りする中で、進退窮まった理事長ら

は新しい有能な経営者の迎え入れに奔走した。白羽の

矢が当てられたのは一代で優良企業を育て上げた野山

社長である。再三の説得にも頑として首を縦に振らな

かったが、県や銀行の「地元の産業を何とか助けてほ

しい」という懇願に、ついに同意せざるを得なかった。

　野山社長はまだ40代半ば。父が始めた家業を自分

の代で地域No.1の企業に育て上げた経営手腕は誰も

が認めるところだった。加えて謙虚な中にも豪胆さと

行動力を備えた明るく実直な性格は、関係する人たち

に尊敬されていた。沈みゆく船に巻き込まれた野山社

長の苦難の道のりはここから始まった。

　新理事長として難破船の経営を任された野山社長

は、過剰設備や遊休資産を売却し理事らの報酬を返上

するなど、合理化対策を次々と打っていった。同時に

生産や営業の人材教育や業務の見直し、さらには革新

的な新製品の開発などを推し進め、一年も経つと生産

性が上がり赤字も止まるなど、目に見えて改革、改善

の効果が現れてきた。これからいよいよ上昇気流に乗

るというそのとき、信じられないことが起き上がった。

　野山社長に協同組合加入を懇願した大沼前理事長が

県に理事退任届を出したのである。御身大事の敵前逃

亡である。これを見て他の理事も次々と退任し、残っ

たのは三人だけとなった。莫大な借入と金利の重荷の

中で、理事減による大幅な減資は致命傷となった。私

財を投げ打ち組合を支えてきた野山理事長もついに万

策尽き、再生法に託すことになった。

企業再生の道
　「人は極限状態に立たされたとき、本当の姿が現わ

れる」という。みちのく材協同組合を取り巻く人々に

も、真実の姿が見えてきた。財務を見ていた著名な公

認会計士は「倒産するようなところは支援できない」

と即契約を解除し去っていった。売掛金の支払いから

逃げ回る納品先経営者。いち早く退職届を出して姿を

消した営業部長など。

　こんな絶望的な状況でも支えようとする人もいた。

「困った時こそ支えが必要だ」と注文を出し続けてく

れた得意先。支払条件を緩和して供給し続けてくれた

原材料業者。「給料をカットして資金の足しにしてく

ださい」という従業員たち。

　「自分を犠牲にしてまで沈む船に乗るのは、経営者

として失格だ」と批判する人もいる。だが野山理事長

は経営者としてよりも、人間として如何に生きるべき

かを選択したのだと思う。「倒産企業の４％しか再建

への道をすすむことができない」といわれる。この厳

しい現実の中でみちのく材協同組合は、心ある人たち

の支援を得て力強い一歩を踏み出している。

逆境の中の真実！
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